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イギリス民衆教育運動史研究ノート 
──教育法社会学と国際・比較成人教育論──

宮盛　邦友

はじめに

　「現代の教育原理を求めて」と題する教育学構想をめぐる論争は、1989

年以降の教育学を大きく枠づけているが、これらの教育学構想をつなげよ

うとする藤岡貞彦は、その中においていくつかの重要な問題提起をしてい

る。

　その第一は、「教育計画論としての教育学」の構想をめぐる中での、「僕

は、東大教育行政学研究室の『教育行政の法社会学的研究』の伝統を頭に

浮かべるんです。〔中略〕本来ならば、公選制教育委員会復権の力になる

ような根源的なものに、宗像先生は地道にあたっておられたという気がす

る。〔中略〕遺産の“掘り起こし”というとき、まっ先に思い浮かべるの

はこういうことです」1）という発言、つまり、「教育法社会学」について

の問題提起である。ここで言うところの教育行政の法社会学的研究とは、

宗像誠也による論文「教育行政の社会学」のことである。2）

　その第二は、「総合的人間の科学としての教育学」の構想をめぐる中で

の、「社会教育の分野は、教育学のなかでは辺境ともいうべき地帯で、教

育原理のなかのどこに位置づくのか〔中略〕不明であり、私たちは肩身の

せまい思いをしておりました。そこへ勝田・堀尾論文が登場したわけです。
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〔中略〕そこでは、成人教育や労働者教育の進展が〈教育の自由〉の一角

をささえてきたことが論証されていて、私たち社会教育研究を志すものは、

新鮮な感じをうけたのでした」3）という発言、つまり、「国際・比較成人

教育論」についての問題提起である。ここで言うところの勝田・堀尾論文

とは、勝田守一・堀尾輝久による論文「国民教育における中立性の問題」

のことである。4）

　たしかに、藤岡の教育計画論 5）を概観すると、現代日本社会における

教育運動の中でのおとなの学習を教育にまで高めた上で、総体としての教

育の計画化を試みるプロセスを教育法社会学的に分析する、という研究を

おこなっている。さらに、それらをとらえかえす視点として、藤岡は、イ

ギリスの成人教育研究者による比較日本社会教育論を位置づけている。こ

のような発想は、佐藤一子をはじめとする社会教育学・生涯学習論研究者

にも自覚的に引き継がれており、その全体像はすでに提示されているとい

ってよい。6）

　ここで問題となるのは、現代生涯教育計画論の構想を素描することでは

なくて、その内実を示しているはずの、教育法社会学と国際・比較成人教

育論の接点にあるイギリス民衆教育運動史を素描することにあるはずであ

る。なぜならば、その理念はその現実によって支えられているが、同時に、

その現実はその理念によっても支えられているからである。その作業は、

堀尾輝久の公教育論 7）の教育史的根拠を確認することにもつながる。

　かくして、本研究ノートでは、研究方法としては教育法社会学について、

研究課題としては国際・比較成人教育論について、研究概念としてはブラ

イアン・サイモン『教育史研究』を概観する。これらを通して、現代生涯

教育計画論の基底をなしているイギリス民衆教育運動史研究の意義を解明

してみることにしたい。
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1．教育法社会学

　教育法社会学に関する問題提起は、それを明確に位置づけた兼子仁の教

育法学 8）にはじまるが、その固有の方法と課題意識を展開したのは、藤

岡貞彦の教育法学である。藤岡は、「当面の
0 0 0

教育法社会学の固有の課題は、

教育権の民衆による自覚の過程の分析にあ」り、「『父母住民の教育権の具

体的なあり方』、『地域の主体としての住民の諸権利』のなかでの教育権の
0 0 0 0

具体的なあり方を教育権の民衆による自覚化過程の結果
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

といいかえうるの

なら、その動態分析こそが教育法社会学固有の課題」であるとしており、

「権利の主体、地域計画の主体、地域建設の主体がいかに形成されるかへ

の着眼に、教育法解釈学と区別される教育法社会学の独自の領域があ

る」9）、と主張している。このように、藤岡は、教育法社会学の固有性・

独自性を、「民衆による教育権の自覚化過程の動態的分析」にある、と定

義づけているのであり、いわば、教育権主体に着目する仕方で、法現実か

ら法理念を動態的にとらえなおす、という思考様式を展開しているのであ

る。同様の思考様式は、例えば、島田修一による民衆教育運動史研究 10）

や佐藤一子による子どもが育つ地域社会研究 11）にも見ることができる。

　教育法社会学のこのような定義の仕方については、「生ける法」として

の法社会学を問題提起した渡辺洋三の法社会学 12）によってもとらえなお

すことはできるが、ここでは、教育法社会学そのものを積極的に展開した

今橋盛勝の教育法学に注目をしておく必要があるだろう。今橋は、藤岡の

問題提起をふまえた上で、「教育過程に内在する法過程の現象形態を教育

法現象といいうるとすれば、教育法社会学の対象は、教育法現象にほかな

らない」のであり、教育法現象は、教育法関係・教育法規範・教育法制

度・教育法意識から構成されるのであるが、その中でも、教育法現象を教

育法意識から分析するのが教育法社会学である 13）、と主張している。こ

れは、藤岡による教育学（社会教育学）からの問題提起に対して、法学
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（法社会学）として再把握した、と理解することができる。つまり、教育

法社会学の固有性・独自性のカギとなるのは、教育法関係・教育法意識か

ら教育法規範・教育法制度を再把握する、ということになるだろう。14）

　しかし、藤岡の教育法社会学は、法学との合致を重視しているというよ

りも、教育史的基礎をより探求している、と読みとることができる。15）そ

れを歴史実証的に取り組んだのが、藤岡・島田によって翻訳書として出版

されている、ジェームズ・エドワード・トーマス『日本における民主主義

の学習』（1985 年）16）である。その目次は、以下の通りである。

ジェームズ・エドワード・トーマス『日本における民主主義の学習　

日本の成人の社会教育』（SAGE Publications・1985 年）

　　　　序論

　　　　第 1 章　武士と学習

　　　　第 2 章　明治復古後──社会教育 1868 年─1945 年

　　　　第 3 章　1945 年以降の復興と社会教育

　　　　第 4 章　1949 年社会教育法

　　　　第 5 章　公民館

　　　　第 6 章　今日の社会教育──構造と実践

　本書は、主題が、「成人教養教育」（翻訳書では、「市民教養教育」と訳

されている）にすえられており、その観点から、日本の社会教育の歴史的

展開が素描されている。成人教養教育とは、「通常、資格取得とはつなが

らず、学習者の学習への興味・関心によってのみ支えられるものであって、

より成熟した知性あふれる社会をつくりあげようという意欲をもった成人

のために用意される教育事業」を指している。この市民教養教育を通して、

「社会教育は、民主主義のための教育における重要な担い手として、より

永続的な役割をもつと見られるようになった」17）という認識が示されてい

る。ここで押さえておくべきは、トーマスが日本社会教育史を素描するに

際して比較しているイギリス成人教育の歴史的展開が、大学拡張運動と大

学開放運動である、ということである。そのことは、教育法社会学が、国
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際・比較成人教育論にまで展開しないと解明できないことを意味している

ように思われる。

2．国際・比較成人教育論

　教育法社会学と国際・比較成人教育論との接点を探るにあたって、イギ

リス成人教育に焦点化する仕方で国際・比較成人教育論を概観しておきた

い。国際機関および各国の教育については堀尾輝久・永井憲一の研究 18）

が、国際機関および各国の成人教育については佐藤一子による研究 19）が、

イギリスの成人教育については鈴木敏正・姉崎洋一による研究 20）が、イ

ギリスの教育行政については大田直子による研究 21）が、それぞれ全体像

を描いている。これらの研究をふまえた上で、教育法社会学に関連する日

本の社会教育論とイギリスの成人教育論の系譜を配置してみる。第一世代

の研究としては、1960 年代頃に、イギリスの成人教育の紹介を先駆的に

おこなった宮原誠一などの研究 22）がある。ここでは、労働者教育協会、

大学拡張運動などの実践が注目される。第二世代としては、1970 年代頃

に、イギリスの成人教育の比較研究に挑戦した碓井正久などの研究 23）が

ある。ここでは、ブライアン・サイモン、トマス・ケリーなどの理論が注

目される。第三世代としては、1980 年代頃より 1990 年代頃にかけて、日

本の社会教育とイギリスの成人教育の翻訳を試みた藤岡貞彦・島田修一な

どの研究がある。ここでは、ジェームズ・エドワード・トーマス、マイケ

ル・ドーソン・スティーヴンス、バーナード・ジェニングスなどの理論が

注目される。第四世代としては、1990 年代以降、日本の社会教育とイギ

リスの成人教育の国際交流に取り組んだ姉崎洋一などの研究がある。ここ

では、ニック・エリソン、キース・フォレスター、リチャード・テーラー、

ミリアム・ズーカスなどの理論が注目される。

　このような系譜を前提としながら、島田修一は、教育法社会学と国際・

比較成人教育論との接点として、「民衆教育運動史」を提唱している。民
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衆教育運動史とは、端的に言うならば、「教育に関わる主体的な権利意識

の形成史」・「『学びを創る主体』の形成史」である。従来の教育史が事実

史や法制史に傾斜して記述されてきたのに対して、「民衆の教育・学習要

求の認識と組織化と発展の過程を時代状況との関わりで描くことが歴史叙

述の軸とならなければならない」24）という問題意識から提起されている。

言い換えれば、民衆教育運動史とは、民衆が、トーマスのいう成人教養教

育をわがものとしていくプロセス、それを教育運動として動態的に描いて

いく、ということになり、藤岡のいう教育法社会学の教育史的基礎ともな

るだろう。

　島田は、具体的には、北御牧村における学習活動の組織化にそのあるべ

き姿を見ているが、25）その根拠としては、イギリス成人教育論の系譜の第

二世代の研究に位置するトマス・ケリー『イギリスにおける成人教育の歴

史』（初版 1962 年／第 2 版 1970 年／第 3 版 1992 年）26）に求めている。ケ

リーは、この本で、イギリス成人教育を教育史の側面から全体として描こ

うとしている。その内容に関して、初版・第 2 版については、「骨格は各

章のタイトルをもって示されている。時代ごとの成人教育活動の代表的な

ものをあげる形で、その時代の社会や文化状況の特質との関わりで人々の

もった教育関心が語られるという方法がとられている。しかしその叙述は

『事実史的』であって平板な印象を免れなかった」と、第 3 版については、

「40 ページ近い大部の序文が付けられたことで、本書の価値は大きく高ま

った。それは、本書全体の書き直しが不可能であるからこれをもって改訂

版の意図をあらわしたいと断って冒頭におかれたもので、70 年代以降の

成人教育の世界の変動がダイナミックに叙述されている。そこには、諸運

動の相互に影響し合う関係の中で、矛盾や葛藤を通して生み出されてくる

成人教育発展の力が描かれている」27）と評価されている。目次を概観する

と、以下のようになる。

トマス・ケリー『イギリスにおける成人教育の歴史──中世から 20

世紀へ　第 3 版』（Liverpool University Press・1992 年）
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　　　　序論

　　　中世

　　　　第 1 章　救済のための教育

　　　16 世紀

　　　　第 2 章　宗教改革とルネサンス

　　　17 世紀

　　　　第 3 章　ピューリタニズムの衝撃

　　　　第 4 章　近代科学の衝撃

　　　18 世紀

　　　　第 5 章　無教養の者への教育

　　　　第 6 章　コーヒーハウス・クラブ・ソサエティ

　　　　第 7 章　市民のための科学

　　　19 世紀

　　　　第 8 章　メカニックス・インスティチュートの時代

　　　　第 9 章　急進的な抵抗

　　　　第 10 章　基礎教育

　　　　第 11 章　成人教育の道具

　　　　第 12 章　労働者カレッジとインスティチュート

　　　　第 13 章　場面転換

　　　　第 14 章　領域に入った大学

　　　20 世紀

　　　　第 15 章　大学と労働者階級組織

　　　　第 16 章　戦間期の成人教養教育

　　　　第 17 章　広がる輪

　　　　第 18 章　成人教育の援助

　　　　第 19 章　第二次世界大戦

　　　　第 20 章　大戦後の様式

　　　　第 21 章　開かれたパートナーシップ
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　1960 年代前半から 1990 年代前半にかけてのイギリス成人教育とその改

革を論じている序論の中から、ケリーの動態的な記述の箇所を見てみる。

例えば、1979 年以来、エディンバラにあるゴーギー・ダリーという地域

で取り組まれている成人学習計画に関する説明をするに際して、ケリーは、

ブラジルの成人教育家であるパウロ・フレイレのコミュニティ・アプロー

チの思想を用いながら、この計画を「問題を基礎とした学習」・「ゴーギ

ー・ダリーにおける生活」と理解した上で、成人教育を「地域発展をとも

なった団体における教育」として記述している。28）このような記述をはじ

めとして、全体として必ずしもはっきりとした表現がなされているわけで

はないけれども、ケリーが、事実史や法制史に対して、成人の自己教育活

動の組織化を動態的に描こうと意識していることは、うかがいしることが

できる。

　同じく第 2 世代にあたるバーナード・ジェニングスとマイケル・スティ

ーヴンスの成人教育論とこれを比較してみると、その意義はさらに明らか

となる。ジェニングスは、『イギリスにおける成人の教育』（1985 年）29）

を、スティーヴンスは、『成人教育』（1990 年）30）をそれぞれ著しており、

それらの中で、ケリー『イギリスにおける成人教育の歴史』にも言及して

いる。31）それぞれの目次は、次の通りである。

バーナード・ジェニングス『イギリスにおける成人の教育──組織・

財政・政策の研究』（Newland papers number ten・1985 年）

　　　　第 1 章　序論

　　　　第 2 章　構造と財政の概略説明

　　　　第 3 章　イギリスにおける成人の教育の理論と実践の進化

　　　　第 4 章　計画と政策

　　　　　第 1 節　国立機関と政策決定

　　　　　第 2 節　地方教育当局の職業部門

　　　　　第 3 節　職業訓練と人的サービス委員会

　　　　　第 4 節　地方教育当局の非職業部門
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　　　　　第 5 節　成人基礎教育

　　　　　第 6 節　労働者教育協会

　　　　　第 7 節　長期居住大学

　　　　　第 8 節　大学

　　　　　第 9 節　労働組合教育

　　　　　第 10 節　大学開放

　　　　　第 11 節　インフォーマル・ボランタリー部門

　　　　　第 12 節　個人部門

　　　　　第 13 節　放送

　　　　　第 14 節　成人教育の他機関

　　　　　第 15 節　成人教育の補助

　　　　第 5 章　結論

マイケル・ドーソン・スティーヴンス『成人教育』（Cassell・1990 年）

　　　　序論──用語の定義

　　　　第 1 章　開かれた成人教育

　　　　第 2 章　大学と成人教育

　　　　第 3 章　組織

　　　　第 4 章　雇用局

　　　　第 5 章　�オープン・ラーニング──全国拡張カレッジ、公開大学、

公開カレッジ、ほか

　　　　第 6 章　地方教育当局と非職業的成人教育

　　　　第 7 章　大学、労働者教育協会、放送機関

　　　　第 8 章　結論──潮流、方法技術、流行、そして、偏見

　イギリス成人教育を、前者にあっては教育政策・教育計画の側面から、

後者にあっては、教育実践・学習の側面から、全体として描こうとしてい

る。そのことをふまえた上で、例として、労働者教育協会に関する描き方

を取り上げて、その相違を見てみる。ジェニングスは、労働者教育協会の

現在について、統計・図などを用いながら、描こうとしている。例えば、
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「学習者民主主義についての伝統的な労働者教育協会の思想と、学問知識

と生活経験の間にある平等な用語についての対話の重要性は、過去におい

ても現在と同様につながりがある。労働者教育協会の目標、それは教育さ

れた民主主義の創造として要約されるかもしれないが、予想できる未来の

ために、『未完成の仕事』というラベルをもたらすだろう」32）という記述

からは、労働者教育協会が民衆に対しておこなってきた成人教育事業の方

向は分かるものの、民衆がそれをどのように主体的に受けとめてきたのか、

という視点は見られない。スティーヴンスは、労働者教育協会の過去につ

いて、ラッセル報告書などを用いながら、描こうとしている。例えば、

「労働者教育協会は、イギリス社会において、より弱者の人々が自分たち

の声を聴いてもらえるように、援助をしてきたし、世話好きで、自分の意

見をはっきりと言える中間階級のために、最も効果的な舞台の一つを提供

してきた」33）という記述からは、労働者教育協会が民衆に対しておこなっ

てきた成人教育事業の役割は分かるものの、民衆がそれをどのように主体

的にとらえかえしてきたのか、という視点は見られない。このように、両

者は、異なる側面で労働者教育協会を描こうとしているように見えるが、

労働者教育協会の視点に立った事実史として描こうとしている一致点をも

っている。この点からすれば、同時期に、ケリーが民衆の視点による動態

的なイギリス成人教育史の素描を提起したことの意義は大きいのである。

　このようなケリーのイギリス成人教育史では、その前提として、ブライ

アン・サイモンのイギリス教育史が位置づいている、ということを見逃し

てはならない。そのことは、『イギリスにおける成人教育の歴史　第 3 版』

において、サイモンによる「前文」34）が寄稿されていることからも分かる。

すなわち、サイモン『教育史研究』にまでさかのぼらなければ、イギリス

民衆教育運動史の起源は解明できないように思われるのである。
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3．ブライアン・サイモン『教育史研究』

　ブライアン・サイモンは、1960 年代から 1980 年代にかけて、日本に積

極的に紹介されたイギリスの教育学者である。日本におけるサイモンの教

育学研究に対する興味・関心の持ち方は、主として次の三つからである。

第一は、イギリス教育史研究である。成田克矢などによって、『教育史研

究』（1960・1974・1965・1974・1991 年）35）が翻訳され、堀尾輝久の『現

代教育の思想と構造』36）において、ヨーロッパ近代後期の福祉国家と教育

の関係をめぐって、サイモンの教育史研究の枠組みが用いられている。第

二は、教育心理学である。成田克矢などによって、『知能と心理と教育』

（1971 年）37）が翻訳され、堀尾輝久の『人間形成と教育』38）において、ア

メリカのヘッド・スタート計画をめぐるサイモンによる批判が検討されて

いる。第三は、教育改革論である。堀尾輝久などなどによって、サイモン

が日本に招聘され、その記録として『現代の教育改革』39）が出版され、

1980 年代の臨教審教育改革の対抗軸として紹介されている。

　その中でも、イギリス民衆教育運動史に関わる教育史研究については、

次のような評価がなされてきた。五十嵐顕は、サイモンの『教育史研究』

第 2 巻について、「独立労働運動が内にそなえている教育的要素について、

この運動の主要な指導者たちが幼少から悪戦苦闘の労働と生活のなかで意

欲的意識的に自己教育の努力をつんだ」というところに着目した上で、

「勤労人民大衆の〔中略〕力量は、〔中略〕意欲的な学習によって培うほか

ない」40）という指摘している。このようなサイモンの教育史研究の方法意

識は、サイモン自身によって、従来の教育思想史や教育制度史に対して、

「変化する思想や実践を変化する経済的・社会的状況と関連づけようとす

る試み」41）である現代的アプローチとして、語られている。このように、

サイモンのイギリス教育史研究とは、民衆が社会の中で学習を通して変革

を要求する、それを総体としての教育の中で動態的に描く、ということで
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あり、ケリーの成人教育史や藤岡の教育法社会学とも合致しているのであ

る。

　『教育史研究』は全部で 4 巻あるが、その全体像を概観するために、そ

の目次を掲載することにする。

ブライアン・サイモン『教育史研究　二つの国民と教育構造 1780 年

─1870 年』（Lawrence & Wishart・1960 年・1974 年）

　　　　序論

　　　　第 1 章　教育改革の先駆者たち 1760 年─1800 年

　　　　第 2 章　教育と改革のための闘争 1800 年─1832 年

　　　　第 3 章　中産階級と労働者教育 1800 年─1850 年

　　　　第 4 章　労働者運動と教育（1）1790 年─1832 年

　　　　第 5 章　労働者運動と教育（2）1832 年─1850 年

　　　　第 6 章　国家と教育（1）教育制度の制定

　　　　第 7 章　国家と教育（2）労働者階級のための小学校

ブライアン・サイモン『教育史研究　教育と労働運動 1870 年─ 1920

年』（Lawrence & Wishart・1965 年）

　　　　序論

　　　第Ⅰ部　民主主義と教育　1870 年─1900 年

　　　　第 1 章　社会主義の台頭とその教育的含意

　　　　第 2 章　教育と社会的調和

　　　　第 3 章　教育における階級分裂──パブリック・スクールと小学校

　　　　第 4 章　民衆教育と労働者階級

　　　第Ⅱ部　転換点──1902 年教育法

　　　　第 5 章　帝国主義と教育への態度

　　　　第 6 章　立法の背景

　　　　第 7 章　バルフォア法と影響 1897 年─1900 年

　　　第Ⅲ部　労働者のための重要な教育問題 1903 年─1920 年

　　　　第 8 章　中等教育と学校福祉サービス 1903 年─1914 年
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　　　　第 9 章　成人教育における発展と対立

　　　　第 10 章　第一次世界大戦と教育改革

ブライアン・サイモン『教育史研究　教育改革の政治学 1920 年─

1940 年』（Lawrence & Wishart・1974 年）

　　　　序論

　　　　第 1 章　大戦後の圧力 1920 年─1922 年

　　　　第 2 章　代案から対案へ 1922 年─1926 年

　　　　第 3 章　再編による改革 1926 年─1928 年

　　　　第 4 章　改革の抑制 1929 年─1935 年

　　　　第 5 章　立法による否定──1936 年法

　　　　第 6 章　ピラミッドの強化──分化と分類

　　　　第 7 章　大戦の前夜 1936 年─1940 年

　　　　第 8 章　両大戦の遺産

ブライアン・サイモン『教育史研究　教育と社会秩序 1940 年─ 1990

年』（Lawrence & Wishart・1991 年）

　　　　序論

　　　第Ⅰ部

　　　　第 1 章　第二次世界大戦と教育

　　　　第 2 章　支配における労働者政府 1945 年─1951 年

　　　　第 3 章　トーリー政府と教育 1951 年─1956 年

　　　　第 4 章　分析の背景 1956 年─1960 年

　　　第Ⅱ部

　　　　第 5 章　高等教育の分析

　　　　第 6 章　中等教育の分析──コンプリヘンシヴ・スクール

　　　　第 7 章　1960 年代における初等教育

　　　　第 8 章　10 年の終焉──新しい矛盾

　　　第Ⅲ部

　　　　第 9 章　すべての方法の悪化──1970 年代
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　　　　第 10 章　サッチャー政府 1979 年─1986 年

　　　　第 11 章　ケネス・ベーカーと 1988 年教育法

　サイモンによる労働者の自己教育運動に関する記述の分析については、

すでに、堀尾による「『権利としての教育』と『科学にもとづく教育』を

その中心思想とする労働者階級の国民教育への要求と運動」42）という観点

からの国民教育制度成立の意義、という素描があるので、ここでは、第 4

巻にしぼってその要点を確認することにしたい。

　サイモンは、第 4 巻のあるものの見方について、「この本の主要な焦点

は、政策決定、中央と地方レベル、闘争、見解の差異、これらの状況──

実際には、より一般的に、教育政治学──である」と設定している。これ

には、「政策が形づくった社会の反映としての年代的教育行政史」に対す

る批判が含まれている。ここからは、サイモンが、歴史実証的な事実史に

対する動態的な関係史をより重視していることが分かる。目次を一見する

と、10 年ごとに区分した年代史にようにとらえそうになるが、「これは、

ある程度は、政治変革全体をおおざっぱに形づくったためであり、また、

実践において成功の 10 年で価値を手に入れるように見えるためであ

る」43）からなのである。そこで、1950 年代から 1960 年代における 1944

年法をめぐる闘争、1960 年代から 1970 年代における総合制中等教育に関

する揺れ動き、1970 年代から 1980 年代における 1988 年教育法をめぐる

問題などに焦点化して、多面的に教育政治史を描いているのである。

　このようにして、サイモンの教育史研究を解釈・分析することは、教育

法社会学の基盤となるイギリス民衆教育史の全体像を解明することになる

のである。

おわりに

　以上のようなイギリス民衆教育運動史研究は、現代生涯教育計画論に対

して、どのような問題提起をしているのだろうか。それは、現代日本にお
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いて重要かつ喫緊の課題となっている「人間発達相互援助運動」をどのよ

うに創造していくのか、すなわち、「子ども・青年＝若者・おとなの発達

と学習の権利の計画化」の理論的・実践的構築、ということになるだろう。

理論的には、「子どもの生存・成長・学習を支える新しい社会的共同」44）

として提起されており、実践的には、「子どもの権利条約市民・NGO 報

告書をつくる会」・「日本に教育改革をともに考える会」45）などで取り組ま

れているが、これらをイギリス民衆教育運動史研究の観点から素描しなお

す必要があるだろう、ということである。そうすることによって、人間発

達相互援助運動は、近年、立法化されている「子ども・若者育成支援推進

法」（2009 年公布・施行）に見られるような、「みじめなまがいもの」に

対する「慈恵ではなくて権利」46）としての代替案として、重要な位置を占

めることとなるのである。47）
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